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1. サービス輸出入が活発となった2023年の日本

日本の景気に弱い動きがみられる。23年10～12月期の実質

GDP成長率（一次QE)は2期連続のマイナス成長と、定義上

はテクニカルリセッションとなった。外需と在庫投資を除く国

内最終需要について図表1でみると、10～12月期に3四半期

連続マイナスとなり、景気の実態はヘッドラインよりも弱含み

と筆者はみている。深刻なリセッションでは全くないが、景気

の足腰がおぼつかない様相であるのは事実だろう。主因は、

実質的な所得環境の悪化による個人消費の伸び悩みだ。

また、昨年の成長率の寄与度分解をみると、財輸入減少を

主因に外需の押し上げが半分以上を占める。外需の押し上

げが目立つのは珍しいことではないが、特筆すべきは輸出

入ともに財（モノ）がマイナスの一方、サービスが二桁を超え

る大幅プラスとなった点だ。つまり、昨年はサービスの輸出

入の動きが大きくなった点が特徴的だったと言える。

2. デジタル関連サービス輸入額が増加傾向

そこで、以下ではサービス貿易をもう少しみてみよう。サービ

ス収支を日本銀行（「国際収支統計からみたサービス取引のグローバ

ル化」日銀レビュー、2023年8月10日☞レポートリンク）の分類に沿って

みたものが図表2だ。これをみると、サービス収支へのうち、

ヒト関連収支の黒字とデジタル関連収支の赤字が23年も継

続していることがわかる。なお、モノ関連収支は10～12月期

に黒字が大幅に拡大したが、これは産業財産権等特許使用

料の急増が要因であり、一時的な動きとみられる。

ヒト関連収支黒字の要因はインバウンド消費だ。この点は拙

著（「2024年のインバウンドは過去最多更新となるか？」、2024年01月22日

☞レポートリンク）で既に取り上げており、本稿では割愛する。

デジタル関連では図表3の通り、専門・経営コンサルティング

サービス（ウェブサイトの広告スペース料など）の輸入額が、

均してみれば増加傾向にある。また、コンピュータサービス

（ソフトウェアやクラウドサービス利用料など）や著作権等使

用料（ソフトウェア等の各種ライセンス料等）輸入額も増加傾

向で推移している。なお図示は省略するが、同3項目の収支

の赤字額は輸入額増加に沿って拡大している。

3. デジタル化進展に伴ってサービス輸入が増加

デジタル赤字拡大の背景には当然、コロナ禍以降に進展し

ているデジタル化に向けた企業の投資がある。

日本経済の直面するデジタル化のジレンマ
 2023年の日本経済ではサービス輸出入の動きが活発に。インバウンド消費増でヒト関連収支の黒字が続く

一方、コンピューターサービスの輸入増などにより、デジタル関連収支も赤字傾向が続いた。

 ソフトウェア投資とデジタル関連サービス輸入額は近年連動して増加しており、企業のデジタル化への取り

組み加速に伴って、海外企業等へのクラウド使用料などデジタル関連のサービス支払額が増加している。

 加えて、デジタル関連のモノの赤字額も近年拡大。サービス・モノの合計は食料品を超える赤字額。経済構

造不変と仮定すれば、デジタル化進展は輸入増を通じて成長率押し上げ効果を一部相殺し、円安圧力に。
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図表1：実質GDPと国内最終需要

図表2：項目別にみたサービス収支

図表3：デジタル関連サービス輸入額

注：国内最終需要は純輸出と在庫投資を除いた値。　

出所：内閣府、Macrobond
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企業のデジタル化投資の動きを表す一例として、公的マクロ

統計では、ソフトウェア投資を確認することが可能だ。図表4

をみると、ソフトウェア投資（法人企業統計季報のソフトウェア

投資額と特定サービス産業動態統計の受注ソフトウェア売上

高）と国際収支統計のデジタル関連輸入額が近年、連動して

増加していることがわかる。

要するに、日本企業がデジタル化を進めれば進めるほど、例

えばデータ保存のためのクラウド使用料やソフトウェアの委

託開発費などが連動して増加する傾向にあるのだろう。デジ

タルサービスの中核技術・製品は米国企業などの海外企業

に依拠していることが多いため、デジタル関連の対外支払い

額（すなわち輸入額）は増加すると推察される。

実際、GAFAM、MATANAと呼称されるようなリーディングテッ

クカンパニーを持つ米国の国際収支統計を図表5でみると、

世界的なデジタル化進展に伴って米国からのデジタル関連

輸出（ここでは通信・コンピューター・情報サービスの受取額

とする）が増加していることがわかる。

4. デジタル関連財収支も赤字拡大

なお、デジタル化の進展によりデジタル関連サービス輸入の

増加は注目されやすい点だが、実は図表6の通り、モノ、つま

りデジタル関連財収支（JEITA統計）も近年赤字傾向にある。

日本は海外生産移転が進む中でノートPCやスマートフォンな

どについては、国内での生産割合がもともと低下して輸入が

増加していた。加えて、一部の電子部品や半導体製造装置、

最先端の半導体についても輸入額は増加している。

つまり、デジタル化が進めば進むほど、サービスだけでなく、

実はモノの輸入についても、現状の構造では輸入に頼らざる

を得ない面があることが示唆される。

5. 日本経済の直面するデジタル化のジレンマ

以上の点は、日本経済に重要な示唆を与える。

まず日本経済の成長率に対して、デジタル化の進展はデジタ

ル関連投資の増加を通じてGDP成長率を大きく押し上げると

連想されやすい。しかし、その裏ではデジタル関連サービス

や財の輸入増が同時に起こり、短期的には成長率押し上げ

効果を一部相殺する公算だ。

もちろん比較優位の議論に基づけば、輸入増が経済にとって

悪影響しかないわけではない。そもそも財やサービスの供給

を全て国産化することも非現実的だ。長期的にはデジタル化

の進展は生産性改善などを通じて日本経済の成長力を底上

げするとみられるため、筆者はデジタル化を日本経済の必須

の課題と考えており、その過程での輸入増を完全否定するつ

もりはない。実際、図表5の通り、米国のデジタル関連サービ

ス輸入額も近年増加している。ただ、米国など海外企業への

依存度が高まりすぎないよう、今後改善すべき余地はあろう。

次に、為替面について考えると、デジタル関連サービス収支

の赤字は昨年6兆円弱となった。日本の最大の赤字品目であ

る鉱物性燃料の赤字（約26兆円）と比べると一見小規模だ。

ただ、食料品の赤字（約8兆円）に次ぐぐらいの規模になって

おり、デジタル関連財の赤字（約3兆円）も合わせれば、食料

品の赤字を既に凌駕する規模になる。

今後もデジタル化は避けては通れない道である以上、短期的

にはデジタル関連の赤字が拡大する可能性が高い。デジタ

ルが進めば進むほど、デジタル関連サービスの輸入が増加

してエネルギーに次ぐ赤字品目となることで、円安圧力を生

む要因として看過できない存在となっていくだろう。

ただし、現状の経済構造が変化して、今後日本企業からのデ

ジタルサービスや財の供給が増加していけば、デジタル化の

進展によって成長率や為替レートへの影響も変化しうる。情

報通信白書やDX白書などでも指摘されている通り、デジタル

化を通じた日本経済の長期的な成長率底上げを実現するた

めには、IT関連人材の不足が決定的な制約要因となる。特に、

情報通信サービス業などのベンダ企業のシステムエンジニア

などICT人材不足が取り上げられやすいが、それだけでなく

ユーザー側や経営陣におけるICT人材の不足も大きな課題

だ。経営陣や従業員のICTに関する見識が生産性改善の度

合いを左右する可能性は高いと推察される。デジタル化を進

めるにはヒトへの投資も活発にしていく必要があろう。
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図表4：ソフトウェア投資額とデジタル関連サービス輸入額

図表5：米国のデジタル関連サービス輸出入額

出所：BEA、Macrobond

米国のデジタル関連サービス輸出額は増加傾向
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図表6：デジタル関連財収支額
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任を負わないと共に、本レポートを直接・間接的に受領するいかなる投資家その他の第三者に対しても法的責任を負うものではありません。

 本レポートに含まれる情報は、本レポートの提供を受けられたお客様限りで日本国内においてご使用ください。

 本レポートに関する著作権及び内容に関する一切の権利は、当社又は当社に対して使用を許諾した原権利者に帰属します。当社の事前の了承なく複製

又は転送等を行わないようお願いします。

 本レポートに関するお問い合わせは、お客様に本レポートを提供した当社グループ会社の担当までお願いいたします。

ソニーフィナンシャルグループ

本レポートについてのご注意

 ソニーフィナンシャルグループ株式会社は、ソニー生命保険株式会社、ソニー損害保険株式会社、ソニー銀行株式会社の３社を中核とする金融持株会社です。

 当社グループの各事業は、独自性のある事業モデルを構築し、合理的かつ利便性の高い商品・サービスを個人のお客さまに提供しています。

 当社グループの基本情報、グループ各社の事業内容などにつきましては、当社ホームページでご覧いただけます。

https://www.sonyfg.co.jp

介護事業

銀行事業

損害保険事業

生命保険事業
100%出資

100%出資

100%出資

100%出資

100%出資

（ベンチャーキャピタル事業)

ソニーフィナンシャルグループ (株)
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